
令和８年度第1回障害者施策推進協議会 資料

令和８年５月19日
岡山市 保健福祉局

岡山市障害者プラン及び第８期岡山市障害福祉計画・
第４期岡山市障害児福祉計画の策定について



３．岡山市障害児福祉計画（第4期） （根拠法令︓児童福祉法第３３条の２０）

２．岡山市障害福祉計画（第8期） （根拠法令︓障害者総合支援法第８８条）

１．岡山市障害者プラン （根拠法令︓障害者基本法第１１条）

１．計画の概要
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １

障害者基本法、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく以下の計画を策定。

• 国の障害者基本計画及び県の障害者プランを基本とするとともに、岡山市の障害者の状況等を踏まえ策定する市の障害者施策に関
する基本的な方向性などを定める計画

• 令和９年度から14年度までの次期計画を策定する（3年後に中間見直し）

• 国が定める基本指針に即して、障害者が地域で自立した生活を送れるよう、必要なサービスの種類・量・質を計画的に確保することを
目的として策定する

• サービス提供に関する目標、必要な量の見込み及び見込み量確保のための方策等を定める
• 令和９年度から11年度を計画期間とする

• 国が定める基本指針に即して、障害児が地域において必要な支援を受けながら健やかに育つことができるよう、障害児通所支援等の
サービス提供体制を計画的に整備することを目的として策定する

• 障害者に対する支援と一連のものであることから、上記の障害福祉計画と一体的に策定
• 令和9年度から11年度を計画期間とする
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国 岡山県 岡山市
平成２１年度 ２１年度

平成２２年度 ２２年度

平成２３年度 ２３年度

平成２４年度 ２４年度

平成２５年度 ２５年度

平成２６年度 ２６年度

平成２７年度 ２７年度

平成２８年度 ２８年度

平成２９年度 ２９年度

平成３０年度 ３０年度

令和元年度 元年度

令和２年度 ２年度

令和３年度 ３年度

令和４年度 ４年度

令和５年度 ５年度

令和６年度 ６年度

令和７年度 ７年度

令和８年度 ８年度

令和９年度 ９年度

令和１０年度 １０年度
令和１１年度

以降
１１年度
以降

※岡山県第4期障害者計画の期間につき、5年→3年に改訂

障害者計画
(令和9〜14年度)

第８期計画
・第４期障害児福祉計画
(令和9〜11年度)

障害者基本計画
(第5次)

(令和5〜令和9年度)
第5期

岡山県障害者計画
(令和6〜10年度)

第７期計画
・第３期障害児福祉計画

(令和6〜8年度)

(中間見直し)

第６期計画
・第２期障害児福祉計画

(令和3〜5年度)

障害者基本計画
(第４次)

(平成30〜令和4年
度)

障害者計画
(令和3〜8年度)

第4期
岡山県障害者計画
(令和3〜7年度※)

障害者計画 障害福祉計画・障害児福祉計画
(障害児福祉計画は平成30年度から)

第２期計画
(平成21〜23年度)

第２期
岡山県障害者計画
(平成23〜27年度)

第３期計画
(平成24〜26年度)

障害者基本計画
(第2次)

(平成15〜24年度)

岡山県障害者
長期計画

(平成11〜22年度)
障害者計画

(通称︓障害者プラン)
(平成20〜24年度)

障害者基本計画
(第3次)

(平成25〜29年度)

(２年間延長)

障害者計画
(平成27〜令和2年度)

第４期計画
(平成27〜29年度)

第３期
岡山県障害者計画

(平成28〜令和2年度)
(中間見直し)

第５期計画
・第1期障害児福祉計画
(平成30〜令和2年度)

２．計画の策定サイクル
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １
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★今年度



岡山市第七次総合計画

国
障害者基本計画

岡山県
障害者計画

岡山市高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画

岡山市地域共生社会推進計画（地域福祉計画）
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３．計画の位置づけ（関連計画）
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １

（市の最上位計画）

など

（保健・医療・福祉分野の上位計画であり、
各個別計画の連動を目的に策定）

国
障害福祉計画

及び
障害児福祉計画
に係る基本指針

岡山市障害者プラン

障害福祉計画（第8期）
・障害児福祉計画（第4期）

国・県の障害者計画を基本として策定

国の計画、基本指針に即して策定

（障害者プランと福祉計画を合わせて策定）
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４．計画の構成（現行計画）
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １

岡山市障害者プラン 岡山市障害福祉計画・障害児福祉計画

以下の分野別に施策の方向性を定めている

安全・安心な生活環境の整備

情報の利用のしやすさの向上及び意思疎通支援の充実

防災、防犯等の推進

差別の解消及び権利擁護の推進及び虐待の防止

自立した生活の支援・意思決定支援の推進

保健・医療の推進

雇用・就業、経済的支援

教育の振興

文化芸術活動・スポーツの振興

国・県の最新計画と比較しても大項目レベル
の差異無し

計画の基本的方向

提供体制に係る目標と施策の方向性

・ 福祉施設入所者の地域生活への移行
・ 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築
・ 地域生活支援の充実
・ 福祉施設から一般就労への移行等
・ 障害児支援の提供体制の整備等
・ 相談支援体制の充実・強化等
・ 障害福祉サービス等の質向上の取組に係る体制の構築

サービス毎の必要な見込み量と量確保のための方策

・ 障害福祉サービス、障害児支援など
・ 地域生活支援事業

指針で示された新たな目標値は後述
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５．策定体制 〜 多様な立場の意見を反映 〜
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １

岡山市
障害児者アンケート

自立支援協議会
障害福祉計画WG
および全体会

(WG5回,全体会11,3月)

パブリックコメント

(1月予定)

障害者施策推進協議会

(5,11,2月)

議会（委員会）

(8,11,2月)障害福祉課
＋

関係各課

当事者

当事者・支援者

市民

有識者

市議会



６．策定スケジュール
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １

令和８年度

5月 障害者施策推進協議会

7月 アンケート実施

8〜9月 アンケート集計、委員会（計画策定予定報告）

10月 アンケート結果分析

10〜11月 素案の作成

11月 障害者施策推進協議会（計画素案決定）

12月 委員会（計画素案報告）、県への報告

1月 パブリックコメント実施

2月 障害者施策推進協議会（計画決定）、委員会（計画報告）

令和９年度

4月〜 ★発効

6月 市議会（計画策定の報告）

5〜6月 計画書の印刷・製本、関係機関への送付
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７．目標値・見込量に対する実績（現行計画）
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １
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 目標数値に対する実績 ・ ・ ・ 資料２参照

 見込量に対する実績 ・ ・ ・ 資料３参照



項 目 第8期（Ｒ9-11) 第７期（Ｒ6-8)

① 地域生活移行者数 令和７年度末施設入所者数の6％以上 令和４年度末施設入所者数の6％以上

② 施設入所者数 令和７年度末の5％以上削減 令和４年度末の5％以上削減

項 目 第8期（Ｒ9-11) 第７期（Ｒ6-8)

① 精神障害者の精神病床から退院後
1年以内の地域における平均生活
日数

319.3日以上 325.3日以上

② 精神病床における1年以上
入院患者数

65歳以上、65歳未満、75歳以上、
40歳以上の認知症である者 65歳以上、65歳未満

③ 精神病床へ30日以上の再入院率
退院後 90日時点 10.3％以下

180日時点 17.4％以下
365日時点 25.7％以下

７期では「早期退院率」が目標率

④ 心のサポーター数 令和15年度までに100万人以上(全国)

⑤ 住民のこころの状態 住民の心理的ストレスを含む精神的な問題
の程度の把握

１ 施設入所者の地域生活への移行

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

(新規)

(新規)

８．障害福祉計画に係る国の基本指針（改正後）における目標
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １
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項 目 第８期（Ｒ9-11) 第７期（Ｒ6-8)

① 福祉施設から一般就労への移行者数
令和６年度実績の1.31倍以上
うち、就労移行支援 ︓1.14倍以上

就労継続支援A型 ︓1.52倍以上
就労継続支援B型 ︓1.67倍以上

令和３年度実績の1.28倍以上
うち、就労移行支援 ︓1.31倍以上

就労継続支援A型 ︓1.29倍以上
就労継続支援B型 ︓1.28倍以上

② 一般就労へ移行した支援事業所数
就労移行支援事業利用終了者に占める
一般就労へ移行した者の割合が5割以上
の就労移行支援事業所の割合 ・・・ 5割
以上

就労移行支援事業利用終了者に占める
一般就労へ移行した者の割合が5割以上
の就労移行支援事業所の割合 ・・・ 5割
以上

③ 就労定着支援事業の利用者数 令和6年度末実績の1.47倍以上 令和3年度末実績の1.41倍以上

④ 就労定着率一定割合以上の
就労定着支援事業所数

就労定着支援事業利用終了後一定期間
の就労定着率が7割以上の就労定着支援
事業所の割合 ・・・ 2割5分以上

就労定着支援事業利用終了後一定期間
の就労定着率が7割以上の就労定着支援
事業所の割合 ・・・ 2割5分以上

⑤ 就労選択支援 事業所 1箇所以上(協議会設置圏域)
利用者 82,000人以上(全国)

３ 福祉施設から一般就労への移行等

(新規)

８．障害福祉計画に係る国の基本指針（改正後）における目標
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １
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項 目 第８期（Ｒ9-11) 第７期（Ｒ6-8)

① 児童発達支援センター
中核的な支援機能を確保、インクルージョン
推進のための協議の場の設置(各市町村又
は各圏域)

各市町村又は各圏域に1箇所以上設置

② 難聴児の支援体制 難聴児支援の中核機能を果たす体制の構
築 (各都道府県、必要に応じて政令市)

難聴児支援の中核機能を果たす体制の構
築 (各都道府県、必要に応じて政令市)

③ 重症心身障害児支援
主として支援する児童発達支援事業所又
は受け入れる体制を整備した事業所 1箇
所以上 (各市町村又は各圏域)

主として支援する児童発達支援事業所又
は受け入れる体制を整備した事業所 1箇
所以上 (各市町村又は各圏域)

④ 医ケア児等支援 協議の場・コーディネーターの配置
(各都道府県・各市町村又は圏域)

協議の場・コーディネーターの配置
(各都道府県・各市町村又は圏域)

⑤ 障害児入所施設からの移行調整 協議の場を設置
(各都道府県及び各政令市)

協議の場を設置
(各都道府県及び各政令市)

⑥ 伴走的相談支援体制 伴走的な支援体制の構築、連携体制の確
保 (各市町村又は圏域)

⑦ 強度行動障害を有する障害児支援 支援ニーズの把握及び支援体制の整備
(各都道府県、必要に応じて政令市)

４ 障害児支援の提供体制の整備等

８．障害福祉計画に係る国の基本指針（改正後）における目標
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １
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項 目 第８期（Ｒ9-11) 第７期（Ｒ6-8)

① 基幹相談支援センター 基幹相談支援センターを設置等 (各市町
村)

基幹相談支援センターを設置等 (各市町
村)

② 地域サービス基盤の開発・改善等 協議会における個別事例の検討を通じた地
域サービス基盤の開発・改善等

協議会における個別事例の検討を通じた地
域サービス基盤の開発・改善等

③ 相談支援体制の充実・強化等 のぞまないセルフプランの件数をゼロとする

６ 相談支援体制の充実・強化等

(新規)

項 目 8期（Ｒ9-11) 第７期（Ｒ6-8)

① 地域生活拠点等の確保及び機能の
充実

地域生活支援拠点等の整備、コーディネー
ターの配置など、効果的な支援体制及び緊
急時の連絡体制の構築、年1回以上運用
状況を検証、検討 (各市町村)

地域生活支援拠点等の整備、コーディネー
ターの配置など、効果的な支援体制及び緊
急時の連絡体制の構築、年1回以上運用
状況を検証、検討 (各市町村)

② 強度行動障害を有する者への支援
体制

支援ニーズの把握、支援体制の整備
(各市町村又は圏域)

支援ニーズの把握、支援体制の整備
(各市町村又は圏域)

５ 地域生活支援の充実

８．障害福祉計画に係る国の基本指針（改正後）における目標
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １
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８．障害福祉計画に係る国の基本指針（改正後）における目標
令和８年度第１回

岡山市障害者施策推進協議会
令和８年５月19日

資 料 １
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項 目 第８期（Ｒ9-11) 第７期（Ｒ6-8)

① 体制構築 サービスの質の向上のための体制を構築 サービスの質の向上を図るための体制構築

② 障害福祉サービス等情報公表
情報検索システム(WAM NET)における事
業所の公表率及び更新率（1回/年）
100％

７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

(新規)


